
米国関税引上げ後の我が国の輸出、生産、収益等の動向
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全世界（米国除く）向け

輸出・生産の動向

 世界向けの輸出動向に変調は見られないものの、米国向け輸出数量は自動車を中心に、今年前半の輸出増を受けた反動減もあり

足下で減少。生産活動についても、全体としては横ばい傾向にある中、自動車産業の生産は６月・７月と低下（ただし７月は津

波警報に伴う操業停止の影響を含む）。

 背景として、米国の自動車需要自体が関税引上げに伴う駆け込み需要の後の反動減となった可能性や、現行生産体制における柔

軟な内外生産比率の見直し等が考えられる。

輸出数量の動向

（備考）１．左図は、財務省「貿易統計」により作成。内閣府による季節調整値。なお、2025年前半の米国向け乗用車輸出は、24年末の認証不正問題対応による生産・輸出停止の後、在庫回復のための輸出が増加した影響を受けて
いる。

２・右図は、経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。（）内は「鉱工業指数」の中の一万分比のウェイト。７月の自動車の生産低下には、７月30日にカムチャツカ半島付近で発生した地震により津波警報が発
令された影響で、太平洋側を中心に30日・31日に自動車工場で稼働が停止した影響も含まれる。
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１

自動車産業の対米輸出・生産の動向（ヒアリング情報）

・電気自動車購入における米国の税制優遇が９月末で終了すること、関税発動前の駆け込み需要の反動減が予想されることから、

米国の自動車販売は年後半に減速が見込まれる。

・現行生産体制でも可能なものは、現地生産の拡大や輸出先を米国以外に変更するなど今後柔軟に対応する。

駆け込み

反動
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企業収益の動向

 米国向けの自動車輸出単価は４月以降、前年同月比で約２割下落。企業収益は高水準が続くものの、価格引下げの影響もあり、 

４－６月期は輸送用機器の収益減少を主因として、製造業では前年比減少。７月の関税交渉合意の効果を含め、今後の動向を

注視していく必要。

企業収益（経常利益）の動向
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内訳

（備考）１．左図は、財務省「貿易統計」により作成。
２．右図は、財務省「四半期別法人企業統計調査」により作成。原数値。金融・保険業を除くベース。

（期）
（年）

７月

▲20.1％

（▲1.0％）

８月

▲21.4％

（＋3.8％）

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 8

2023 24 25

（2023年１月＝100）

（月）
（年）

米国向け乗用車輸出１台当たり単価
（ドル換算）

前年同月比
（前月比）

米国向け自動車輸出価格の動向
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24年Ｑ２ 23.0兆円
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企業部門の景況感

 ７月の関税交渉合意に伴い、大企業の景況感は４－６月期を底に７－９月期以降改善がみられる。特に自動車産業では交渉合意
前の調査結果を大きく上回る景況感に。

 中小企業の景況感は、マイナス（下降超）が続いているものの、７－９月期は４－６月期よりも改善。中小企業へのアンケート
でも、交渉合意の前後で関税の「影響がある」あるいは「今後見込まれる」とする回答割合が減少するとともに、影響が「特に
ない」の割合も増加。

大企業の景況感の動向

①産業計
②自動車産業の景況感

（４－６月期時点の７－９月期の見通しと
７－９月期時点の現状判断）

（期）
（年）

関税の影響を受けるとする中小企業

（備考）１．左図、右上図は、内閣府・財務省「法人企業景気予測調査」により作成。2025年７－９月期調査は2025年８月15日時点、2025年４－６月期調査は2025年５月15日時点の調査。左図はいずれも大企業、右上図は中小企業。
本指標の景況感（ＢＳＩ(Business Survey Index) ）は「前期と比較して「上昇」－「下降」」であり、水準に関わらず、例えば「上昇」と答えた企業と「下降」と答えた企業の比率が等しければ「０」となる点に注意。

２．右下図は、日本商工会議所「早期景気観測（LOBO）調査」により作成。８月調査の調査期間は８月14日～20日。
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 関税交渉合意後の景気ウォッチャー（雇用関連業種）のコメントをみると、関税による企業収益や生産の減少等を懸念する声が
みられる一方で、不透明感払拭により企業活動が活発化することへの期待の声がみられる。

 ただし、雇用については、サービス業での新規求人の減少などから足下で全国的に有効求人倍率が低下。その中で、自動車・同
部品など輸送用機械出荷額の多い地域の有効求人倍率をみると、東海や中国等で全国を上回る水準ながら低下の動きがみられて
おり、関税引上げの今後の影響を含め注視が必要。

（備考）１．左図は、内閣府「景気ウォッチャー調査（令和７年７月、８月）」により作成。
２．右図は、厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。季節調整値。就業地別。パートタイムを含む。2022年輸送用機械製造業出荷額（経済産業省「経済構造実態調査」）の上位５地域。ラベルの数値は直近７月

の値。北関東は、茨城県、栃木県、群馬県。南関東は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。東海は、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県。近畿は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県。中国地方
は、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県。

地域経済（景気ウォッチャーによる生の声、雇用情勢）

地域別有効求人倍率
（輸送用機械の出荷額上位５地域）

地域の景気ウォッチャーによる生の声
（雇用関連業種、２～３か月後の見込み）

プラス
要因

・日米の関税交渉に一定のめどが立ち、様子見ムードから動きが出るとみている。
特に自動車と半導体を中心とした製造業に期待している。（東北＝人材派遣会
社、７月）

・米国との相互関税率がはっきりとしたことで、各企業の対策も講じられること
が期待され、好転することが予測される。（南関東＝人材派遣会社、７月）

・米国関税が15％と決定したことで、停滞していた企業活動が活発になる。（東
海＝職業安定所、７月）

・米国による関税が15％に落ち着き、先送りになっていた案件が決まり始める。
（近畿＝人材派遣会社、７月）

・関税の影響は徐々に小さくなっていくため、半導体関連と自動車関連からの新
規求人数は回復していくとみられる。（中国＝人材派遣会社、８月）

マイナス
要因

・米国の関税は、最悪の状況は避けられたが、自動車製造関連へ人材供給を行う
企業にとっては、生産減少が予想され厳しい状況になる。新型車種及び国内新
車販売に期待したい。（東海＝アウトソーシング企業、８月）

・新規求人数、有効求人数共に前年より増加しているが、先行きについては米国
の関税政策の影響を考慮する必要がある。（東北＝職業安定所、７月）

・中小企業において、米国関税の影響がどのように出るか不透明である。（四国
＝学校［大学］、７月）

・一部産業では人手不足が継続しているものの、物価の上昇に伴う国内消費動向
の停滞、米国関税の影響への懸念から人手不足であっても新たな求人提出を控
え、様子見をしている企業もあるとみられる。（東海＝職業安定所、７月）

・中国の景気が低迷していることに加え、米国の相互関税政策が今後の日本経済
にどの程度影響を及ぼすか不透明であり、日本企業の収益悪化が懸念される。
（甲信越＝職業安定所、８月）
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